（様式１）
	
	 整理番号
	


平成１７年度｢地域医療等社会的ニーズに対応した医療人教育支援プログラム｣申請書
	申請区分
	 eq \o\ac(○,1)　単独　２　共同
	設置形態
	 eq \o\ac(○,1)　国立　２　公立　３　私立

	大　学　名
	　北海道大学

	所　在　地
	 〒０６０―０８０８

　札幌市北区北８条西５丁目

	設置者
	　国立大学法人北海道大学

	学長の eq \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)
	　なか むら むつ  お
中　村　睦　男


	申請テーマ
	 １
	取組期間
	　１７～１９

	教育プログラ
ムの名称
	　地域・大学循環型の専門医育成定着システム

　－地域センター病院重点化構想－

	対象とする医
療人の職種
	　医師、歯科医師



	主体となる
大学病院名
	　北海道大学病院

	病院長の eq \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)
	みや　さか かず  お
　宮　坂　和　男


	教育プログラム
担当者の eq \o\ad(\s\up 8(ふりがな),氏名)
	こん どう      さとし
　近　藤　　　哲

　近　藤　　哲

	所属部局・
職名
	 大学院医学研究科・教授

	電話番号
	 ０１１－７０６－７７１４　
	FAX番号
	　０１１－７０６－７１５８

	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	　kondows@med.hokudai.ac.jp


	事務担当者の
 eq \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)
	　　　はら　　　なお　き

原　　　直　樹

	所属部局・
職名
	学務部教務課・教務企画係長

	電話番号
	　０１１－７０６－５２４９
	FAX番号
	　０１１－７０６－７８５４

	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	kyomu@academic.hokudai.ac.jp


（様式２）
大学病院名　北海道大学病院　
１　大学病院等の基礎情報
（1） 大学病院の特色（概要）（※400字以内）

北海道大学病院は医科・歯科の総合的医療に基づく全人的医療の提供ならびに全人教育を実践する道内唯一の医療施設として、「良質な医療の提供」「優れた医療人の育成」「地域医療への貢献」「国際レベルの先端的医療の開発・応用」という四つの基本理念を掲げ、道民の健康と福祉の向上に寄与している。具体的には、患者本位の透明性の高い安全で高度な医療を提供すること、21世紀における社会の要請に応えうる人間性豊かな医療人を育成すること、地域の中核病院として良質な医療の提供と福祉の向上に寄与すると共に北海道の特性を考慮した地域医療支援を行うこと、生命医科学における診断・治療法の開発・応用により国際的な医歯学・医療の発展に貢献することを目的として活動している。特に北海道の地域医療においては“最後の砦”機能を有し、全道各地の医療施設との連携により全身のあらゆる疾患を総合的に診療できる高次医療センター機能を提供している。

（２）大学病院の規模（平成17年5月１日現在）
	病院名
	承　認
病床数
	診　療
科　数
	患　者
紹介率
	(うち医師数)
教職員数
	研修医数
	総　合
	地　域

	
	
	
	
	
	医科
	歯科
	
	

	北海道大学病院
	  ９５６
	 　２４
	 52.5％
	（１５２）

 　９３９
	 ８３　
	 ６５
	 総合診療科
	 地域医療

連携部　


（３）参画する学部等の概要（平成17年5月1日現在）
	大学名又は短期大学名
大学名
	 設　置　者
	学部等名、研究科
等名又は学科等名
	収　容
定員数
	在　籍
学生数
	専　任
教員数
	養成する
医療人等

	北海道大学

 　
	国立大学法人

 北海道大学

 　　
	医学部

 　
	医学科


	５９０
	 ６０９
	２


	医師

	
	
	
	保健学科
	７２０
	３８２
	  ６４
	看護師、保健師、助産師、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、作業療法士

	
	
	医　学

研究科


	修士課程


	４０
	７２
	１３８


	

	
	
	
	博士課程
	４４０
	４７４
	
	

	
	
	歯学部
	歯学科
	３６０
	３６６
	０
	歯科医師

	
	
	歯学研究科
	博士課程
	１６８
	１５４
	９９
	


（４）医学部におけるモデルコアカリキュラムの導入状況

　　　平成15年度入学者から新カリキュラム（モデルコアカリキュラム導入）を適用し、現在、学年進行中である。
（様式３）
大学病院名　北海道大学病院　
２　教育プログラムの内容等
（1） 教育プログラムの概要（※400字以内）

　　　　卒前教育、卒後臨床研修および専門研修を大学病院と地域センター病院を循環して行い、一般性と共に専門性を有する応用力のある医師を10年単位で育成するシステムである。その間、大学院入学も選択できるようにし、研究を通じてその成果を臨床に還元できる能力を持つ優れた医療人を育てる。広大な北海道を構成する第三次医療圏ごとに5つの地域センター病院を特定し、有能な指導的専門医を重点的に配して医療の質を大学病院と同レベルに高める。質の高い地域センター病院ができあがれば多くの医師が定着するためマンパワーが増強され、へき地等の地方医療機関への支援が可能となる。地域センター病院の指導医は客員臨床教授・助教授として大学病院でも指導にあたる。研修中の医師は大学病院と地域センター病院とを循環することにより、互いの特徴である高度先進医療と第一線医療が一体化され、その過程で地域医療に対応可能な医療人が育成される。

（２）教育プログラムの内容及び特色
A．地域センター病院の重点化
　　　 北海道全体では対人口医師数は全国平均をわずかに上回っているにもかかわらず、医師分布の偏在が深刻な問題となっている。北海道の医師は北大、札幌医大のある札幌圏と旭川医大のある上川中部圏に集中しており、両圏域で全道医師の約60％を占めている。特に札幌圏への集中は北海道の医師偏在の主因となっている。札幌への医師集中化を緩和し地域において医療を自給するためには、大学病院並みの診療機能を備えたセンター中核病院を各地域に特定し、歯科・口腔外科を含むすべての診療分野にわたり高い専門性を有した総合的なチーム医療を提供できるよう、有能な医師を重点的に配置することが不可欠である。このような地域センター病院の充実化によりこれまで短期間しか滞在しなかった医師たちの地域定着の可能性が増してくる。広大で人口密度の低い北海道では、北海道大学病院との連携により重点化されマンパワーが増強した地域センター病院が、eラーニングシステム等を導入してその地域の一次、二次医療圏との効率の良いネットワーク診療体制の中核としての役割を担うことが望ましいと考えられる。
B. 応用力のある専門医の育成
　　　　安全・良質な高次医療を地域センター病院で提供するためにはすべての診療分野において質の高い医師が常に存在することが必要である。また限られたマンパワーを効率よく運用したチーム医療を達成するためには、特殊な狭い分野しか診療できない「融通のきかない専門医」は不向きでありプライマリ・ケアに加え専門診療分野の領域も幅広く修得した「応用力のある専門医」が求められる。本教育プログラムの下、北海道大学病院が一丸となり全診療科を挙げてこのような一般性のある優れた専門医を育成し、地域センター病院に重点的に供給する。
C. 地域・大学循環型の専門医育成システム
　従来の各医局主体の臨床研修は、卒後すぐ各教室に入局してその診療科の臨床研修のみが行われため、診療科によってはプライマリ・ケアを修得する機会も存在しなかったのが現状であり、「融通のきかない専門医」が養成されていた。昨年から卒後臨床研修制度が導入されたことによってこの点はかなり改善され、1年目の内科、外科、麻酔・救急の基本診療科ローテーションに加え、2年目の選択期間を利用して専門診療分野の基本領域を学ぶことも可能となった。しかし高い専門性と広い基本的能力を兼ね備えた真の「応用力のある専門医」を育成するためには、現在必修化され実施されている2年間の卒後研修のみでは不十分と言わざるを得ない。本教育プログラムは、大学病院の研究と連携した高次先進医療と地域センター病院の豊富な臨床症例とを組み合わせた医師育成システムであり、地域医療の充実とともにへき地医療の充実をも図るものである。（図１）。
　その概略は、卒前教育に地域医療の項目を組み込み、学生時代より地域医療の実際に触れ経験してそのニーズを体感させる。前期卒後臨床研修では、プライマリ・ケア全般、初期救急医療を修得するとともに、2年目の地域医療では基本的にへき地に行きへき地医療の実際を体験させる。後期研修は3-5年間にわたり大学病院と地域センター病院で行うことを原則とし、多くの症例を良い指導医のもとで経験する。1-3ヶ月の一次または二次医療圏の病院での研修を義務づける。後期研修終了後、希望者は北海道大学医学研究科の大学院で基礎あるいは臨床研究を行い、医学博士の学位や専門医の称号とともにEBM（証拠に基づいた医療）の実践に必要な科学的思考・論理性を身に付ける。その後、地域のセンター病院に「応用力のある専門医」として勤務し、高い専門性を有した総合的なチーム医療に参画すると共に後輩医師や研修医を指導する。
このようなプライマリ・ケアから高度な専門領域までも包含した北海道大学病院の地域・大学循環型の医師育成システムは地域医療を充実させ、将来的にはへき地医療にもおおいに貢献できると考えられる。

（３）教育プログラムの実施体制及び実施計画
実施体制：
　　　北海道大学病院長の下に「地域大学循環型の医師育成定着システム」企画調整委員会（以下企画調整委員会）を設置し、本教育プログラムを企画調整する。委員には副病院長、医学部・歯学部教務委員長、医学教育開発室長、卒後臨床研修センター長、大学院医学研究科・歯学研究科教務委員長、地域医療支援室長が加わる。
　　　前期卒後臨床研修は、これまで通り北海道大学病院卒後臨床研修センターが責任を持って遂行する。後期臨床研修に関しては、各診療科代表委員と卒後臨床研修センター委員からなる実施委員会を組織し、本教育プログラムを実施する。実施委員会は定期的に地域センター病院と会合を持ち、有能な指導的専門医を各センター病院に配置して本教育プログラムが効率よく実施されるよう連絡・調整を行う。
これらを統括し円滑に稼働させるため新規に本教育プログラム専任教員（助教授相当）１名をおく。本教育プログラム専任教員は企画調整委員会ならびに実施委員会に加わる。
　また、内科1名、外科1名を含む計5名の専門研修指導教員（助手相当）を新規におき、本教育プログラムの趣旨に沿った専門研修を全診療科で行えるよう、分担して監督・指導にあたるとともに臨床教育を実践する。定期的に地域センター病院にも出向き、整合性をもって本教育プログラムが実施されるよう指導し、実施委員会にも加わる。
　　　本プログラムに参加する地域センター病院は、北海道が第三次医療圏のセンター病院に指定している市立函館病院（道南圏）、名寄市立総合病院（道北圏）、総合病院北見赤十字病院（オホーツク圏）、JA北海道厚生連帯広厚生病院（十勝圏）、市立釧路総合病院（釧路・根室圏）の5つとし、随時第二次医療圏の20センター病院にも広げることとする。

実施計画：モデルコースを図２に示す。
①卒前教育
· 　北海道におけるへき地医療の現状やその重要性についてのパネル形式の講義を企画し、現場の医師、ナースのほか、行政の関係者も参画してもらう。

· 　学生に地域医療の現場を積極的に経験させるようなカリキュラムを作成する。
②卒後臨床研修

1) 前期；1年間大学病院、1年間地域センター病院で研修

*　基本必須科目の中でもプライマリ・ケア全般、初期救急医療を充実させる。
    *　2年目の地域医療選択では、基本的にへき地医療の実際を体験させる。

　2) 後期；地域センター病院と大学病院を循環させる。3-5年間

    *　地域センター病院での研修時、1-3ヶ月を二次または一次医療圏の病院での研

　　　修に当てることが望ましい。　
③大学院での研究；4年間
· 基礎あるいは臨床研究を行い、医学博士の学位とともにEBM（証拠に基づいた医療）の実践に必要な科学的思考・論理性を身に付ける。

· 専門医を取得するための臨床経験を十分積んでおく。
④専門研修
・地域センター病院と大学病院を循環することにより、当該診療科のより高度な専門領域を研修させ、専門医資格を取得する。
・診療科の特殊性を考慮して、研修病院の順番や期間を調整する。
⑤センター病院定着
・センター病院にスタッフ医師として常勤しプライマリな領域から専門性を活かした分野まで、幅広く質の高い医療を展開させる。
・臨床経験を蓄積して成熟した指導医は北海道大学病院の客員臨床教授・助教授に任命し、センター病院だけでなく大学病院でも非常勤で研修医などの指導にあたらせる。
（４）教育プログラムの有効性
　　　　北海道大学病院が全診療科を挙げて本システムにより「応用力のある専門医」を育成しセンター病院を充実させることで、北海道における医療の質が向上し、地域医療とりわけへき地医療にも貢献することができる。

　　　　このような質が高く大学病院と医師が常に循環できるシステムを有する地域センター病院であれば、自らの専門性を発揮し、EBMに基づいた臨床研究も遂行することができるので医師のモチベーションは高まり定着する条件が整ってくると思われる。また質の高い医療内容に加え、前期研修医を後期研修医が指導し、さらに指導医がその上にいてより高度の指導をしてくれる実践的なシステムのため、研修医が集まりやすくなる。また、北海道大学病院の新規の専門研修指導教員や地域センター病院の客員臨床教授・助教授などの指導医も相互乗り入れすることで大学と地域センター病院の間に強い連携が保たれることになる。
　　　　このようにして地域のセンター病院には、応用力のある専門医、各段階の研修医が定着し、豊富なマンパワーと質の高い専門性をもってすべての診療分野にわたり安全で良質な医療を提供することが可能となる。
　　　　これが実現されれば、センター病院を中核とし、二次および一次医療圏病院との地域内の医療の自給を目的としたネットワーク診療体制を展開することも将来的に可能となる。


　また、従来の医局主導による医師派遣体制を改革して、透明性のある開かれた人事交流体制を構築することも可能となる。将来的には北海道行政当局、道内三大学が連携してより効果的なシステムに成長させていくことが望まれる。
   （５）教育プログラムの評価体制
　　　　地域センター病院の医師、研修医や第三者を含めた評価委員会を設置して本教育プログラムを評価する。評価結果は企画調整委員会にフィードバックされ、さらなる改善に向けて対策を講じることになる。
1

